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「
バ
カ
ロ
レ
ア
と
日
本
」 

 

１ 

フ
ラ
ン
ス
の
大
学
入
学
資
格
試
験
（
バ
カ
ロ
レ
ア
）
の
必
須
科
目
の
哲
学
の
問
題
で
あ
る
。 

 

１
問
目
「
我
々
の
道
徳
的
信
念
は
経
験
に
立
脚
し
て
い
る
か
？
」
「
欲
望
は
本
質
的
に
限
り
が
な

い
の
か
？
」
「
我
々
は
常
に
自
身
が
欲
す
る
も
の
を
知
っ
て
い
る
の
か
？
」
「
歴
史
を
学
ぶ
こ
と
が

我
々
に
と
っ
て
利
益
が
あ
る
の
は
何
故
か
？
」
「
よ
り
少
な
く
働
く
こ
と
は
よ
り
良
く
生
き
る
こ
と

な
の
か
？
」 

２
問
目
「
マ
キ
ャ
ベ
リ
『
君
主
論
』
に
つ
い
て
解
説
せ
よ
。
」
「
ハ
ン
ナ
・
ア
ー
レ
ン
ト
『
真
実

と
政
治
』
に
つ
い
て
解
説
せ
よ
。
」
「
ル
ネ
・
デ
カ
ル
ト
『
哲
学
原
理
』
に
つ
い
て
解
説
せ
よ
。
」

…
。 

 

１
問
目
に
つ
い
て
２
つ
、
２
問
目
に
つ
い
て
１
つ
を
、
４
時
間
の
制
限
時
間
で
論
述
す
る
方
式

で
あ
る
。 

２ 

見
て
わ
か
る
よ
う
に
、
フ
ラ
ン
ス
の
大
学
入
学
資
格
試
験
は
、
明
ら
か
に
、
知
識
で
は
な
く
受
験

者
の
思
考
力
を
問
う
問
題
で
あ
る
。 

受
験
者
は
、
自
立
し
た
個
人
と
し
て
、
大
学
で
勉
強
す
る
資
格
が
あ
る
か
？
と
い
う
こ
と
を
試
し

た
い
の
で
あ
ろ
う
。 

日
本
で
も
、
１
８
歳
選
挙
権
が
施
行
さ
れ
た
が
、
日
本
の
大
学
入
試
と
比
較
し
て
ず
い
ぶ
ん
違

う
。
日
本
の
受
験
勉
強
と
大
学
入
試
に
つ
い
て
考
え
さ
せ
ら
れ
る
。 

確
か
に
、
こ
の
試
験
の
回
答
を
ど
う
採
点
す
る
か
、
採
点
者
は
一
苦
労
で
あ
ろ
う
。
あ
る
日
本
の

大
学
教
授
か
ら
は
、
こ
ん
な
試
験
を
日
本
で
や
っ
て
い
た
ら
、
大
学
研
究
者
は
今
で
さ
え
も
研
究
と

大
学
経
営
の
諸
雑
務
で
死
に
そ
う
な
の
に
、
大
学
そ
の
も
の
が
つ
ぶ
れ
て
し
ま
う
、
採
点
者
の
主
観

が
入
り
込
ま
な
い
知
識
の
レ
ベ
ル
を
図
る
日
本
式
の
○
×
を
主
体
と
し
た
試
験
の
方
が
よ
っ
ぽ
ど
公

平
で
あ
る
。
思
考
力
は
、
知
識
を
前
提
に
し
て
大
学
で
鍛
え
れ
ば
よ
い
と
の
意
見
を
も
ら
っ
た
。 

そ
れ
も
一
理
あ
る
が
、
大
学
や
学
問
、
人
生
に
関
す
る
考
え
方
の
違
い
が
背
景
に
あ
る
よ
う
に
あ

る
と
思
う
。 

３ 

大
学
入
学
後
の
社
会
人
と
し
て
の
仕
事
と
人
生
を
考
え
た
場
合
、
○
×
で
解
決
す
る
仕
事
は
少
な

い
。
知
識
の
詰
込
み
で
乗
り
切
れ
る
仕
事
は
少
な
い
。
と
い
う
か
、
○
×
で
解
決
で
き
な
い
仕
事
こ

そ
仕
事
で
あ
り
、
そ
の
時
に
ど
う
対
処
す
る
か
、
そ
の
人
の
真
価
が
試
さ
れ
る
。
人
生
、
○
と
も
×

と
も
割
り
切
れ
な
い
で
、
そ
の
中
で
よ
り
○
に
近
い
△
を
選
択
し
て
理
想
と
現
実
の
は
ざ
ま
で
日
々

を
送
っ
て
い
る
。 

 

戦
後
の
教
育
と
企
業
社
会
を
振
り
返
っ
た
時
、
人
を
○
×
で
評
価
し
序
列
化
し
、
単
純
化
し
、
考
え

る
プ
ロ
セ
ス
を
横
着
し
て
省
略
し
て
き
た
の
が
日
本
の
戦
後
の
負
の
側
面
で
は
な
い
か
？ 

 

○
×
思
考
だ
と
、
個
々
人
の
個
性
を
認
め
る
と
か
、
違
う
意
見
を
受
容
す
る
、
少
数
者
の
意
見
に
耳

を
傾
け
る
と
い
う
発
想
は
育
た
な
い
の
は
明
ら
か
だ
。 

４ 

繰
り
返
し
に
な
る
が
、
バ
カ
ロ
レ
ア
は
、
回
答
も
難
し
い
が
、
採
点
も
難
し
く
、
採
点
者
の
力
量

が
問
わ
れ
る
。
日
本
で
は
、
大
事
な
選
挙
が
続
く
。
候
補
者
に
イ
ン
テ
グ
リ
テ
ィ
（
誠
実
さ
）
が
問

わ
れ
て
い
る
が
、
採
点
者
で
あ
る
有
権
者
の
力
量
が
問
わ
れ
る
。 

と
な
り
の
弁
護
士 

弁
護
士
法
人
・パ
ー
ト
ナ
ー
ズ
法
律
事
務
所
長 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

弁
護
士 

原 

和
良 

□編集後記――3年余連載してきた『人事労務の視点で歴史をひも解く

』が先月号で最終回となりました。読者の方から、様々な歴史の断面か

ら人事労務問題に切り込む内容は大変興味深い、等との激励もありまし

た。ご執筆いただいた市村剛史先生に改めてお礼申し上げます。（N） 

 

 

当
法
人
で
６
０
歳
の
定
年
ま
で
働
い
た
後
に
、
当
法
人
で
継
続
雇

用
と
は
な
ら
ず
そ
の
ま
ま
退
職
し
、
別
の
法
人
に
就
職
し
た
者
が
お
り
ま

す
。
こ
の
場
合
、
高
年
齢
雇
用
継
続
給
付
金
は
支
給
さ
れ
る
の
で
し
ょ
う

か
。 

【
高
年
齢
雇
用
継
続
基
本
給
付
金
の
支
給
要
件
】 

 

後
年
連
雇
用
継
続
基
本
給
付
金
の
支
給
要
件
は
次
の
２
つ
で
す
。 

① 

被
保
険
者
が
６
０
歳
に
達
し
た
日
に
お
い
て
、
算
定
基
礎
期
間
に

相
当
す
る
期
間
が
５
年
以
上
あ
る
こ
と
。
算
定
基
礎
期
間
と
は
、
１
年
以

上
被
保
険
者
期
間
の
空
き
期
間
が
あ
っ
た
り
、
基
本
手
当
・
育
児
休
業
給

付
金
等
を
受
け
る
前
の
期
間
を
除
い
た
被
保
険
者
期
間
の
こ
と
で
す
。
な

お
６
０
歳
に
達
し
た
時
点
で
５
年
以
上
の
被
保
険
者
期
間
が
な
か
っ
た
場

合
で
も
、
６
５
歳
に
達
す
る
ま
で
の
間
に
５
年
以
上
の
被
保
険
者
期
間
に

到
達
す
れ
ば
受
給
す
る
こ
と
が
で
き
ま
す
。 

② 

支
払
わ
れ
た
賃
金
額
が
６
０
歳
の
賃
金
額
の
７
５
％
未
満
で
あ
る

こ
と
（
た
だ
し
、
支
給
限
度
額
＝
３
４
１
、
０
１
５
円
を
超
え
る
給
与
が

支
払
わ
れ
た
場
合
は
支
給
さ
れ
ま
せ
ん
） 

 

し
た
が
っ
て
、
定
年
前
と
別
の
法
人
に
就
職
し
た
と
し
て
も
、
上
記
の

要
件
を
満
た
し
て
い
れ
ば
高
年
齢
雇
用
継
続
基
本
給
付
金
は
支
給
さ
れ
ま

す
。 

【
受
給
で
き
な
い
場
合
】 

 

た
だ
し
、
定
年
退
職
後
離
職
し
た
状
態
が
１
年
以
上
続
い
た
場
合
は
、

そ
れ
ま
で
の
被
保
険
者
期
間
が
カ
ウ
ン
ト
さ
れ
な
い
た
め
受
給
で
き
ま
せ

ん
。
ま
た
、
定
年
退
職
後
、
基
本
手
当
を
受
給
し
て
し
ま
っ
た
後
に
就
職

し
た
場
合
も
、
基
本
手
当
受
給
ま
で
の
被
保
険
者
期
間
が
カ
ウ
ン
ト
さ
れ

ま
せ
ん
の
で
受
給
で
き
ま
せ
ん
の
で
気
を
付
け
て
く
だ
さ
い
。 

【
支
給
額
】 

 

支
給
額
は
、
６
０
歳
時
の
賃
金
額
の
６
１
％
未
満
の
と
き
、
最
大
で
賃

金
額
の
１
５
％
が
、
６
１
％
以
上
７
５
％
未
満
の
と
き
は
「
賃
金
額
×
厚

生
労
働
省
令
で
定
め
る
率
」
が
支
給
さ
れ
ま
す
。 
 

 
 

「
転
職
し
た
場
合
、
高
年
齢
雇
用
継
続
給
付
金

は
も
ら
え
る
か
？
」 

職 

場 

の 

Ｑ 

＆ 

Ａ 
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社会保険労務士法人・行政書士事務所 

時 言   

■「人手不足」がすべての 

中小企業を覆い始める 
 

１．日本商工会議所が、今年の４、５月にかけて、中

小企業4,702社を対象に訪問調査した「人手不足等への

対応に関する調査」集計結果が発表された（６月29

日）。グラフにあるように55％の企業が「不足してい

る」と回答した。 

 「不足している」と回答した企業の割合を業種別に

みると、宿泊・飲食業79.8％、介護・看護77.5％、運

輸業72.3％、建設業63.3％、その他サービス業

59.6％、情報通信・情報サービス業59.6％、卸売・小

売業49.9％、製造業49.7％、金融・保険・不動産業

44.9％、その他40.4％という順。人手不足が深刻な業

界の実態がわかる。 

２．厚生労働省が2014年２月に発表した「雇用政策研

究会報告」によれば、現在（当時）6,720万人の就業者

数が2030年には5,449万人、821万人減少するという。

単純に計算すれば、毎年50万人余の就労者数が減るこ

とになる。やがてすべての業種、しかもまず中小企業

から人手不足が深刻となる時代が十分予測できる。労

働力をどこから調達するのか？もちろん外国人もあ

る。同時に、比較的就労率の低い若者、女性、高齢者

に目を付けざるを得ないのは当然だろう。政府が「１

憶総活躍社会」とか女性・高齢者の「活躍」を叫ぶ背

景も根本はここにある。最近は年金の支給開始年齢を

75歳まで引き上げるというとんでもない話まで飛び出

している。 

３．少子化問題の解決は政治の責任に属する。それも

もどかしいのが現状で、企業側もそれを座して待って

いるわけにもいかない。各企業にも働き方をどう改革

するのかが問われ始めている。それぞれの企業にとっ

ての働きがいはどこにあるのか、働きやすさをどう

作っていくのか、真剣に検討し始めなければならな

い。 

2面 トピックス 「平成27年度『過労死等の労災補償状況』」 

3面 労使トラブル110番  「新卒採用者と管理職として中途採用し 

 た者との普通解雇の要件の違い」 

5面 新シリーズ 会社を強くする『経営の切り口』   

 経営コンサルタント・野澤周永先生の連載    

 

4面 『失敗しない就業規則の作成・改定のポイント』  

 社会保険労務士・森慎一先生の連載  

6面 『司法書士の業務つれづれ帳』 

 司法書士・飯田茂幸先生の連載 

  『JAZZでほっと一息』  ジャズ愛好家・小柳忠章さんの連載 

7面 行政書士の事件簿  「遺産分割協議書と改製原戸籍」 

8面 職場のＱ＆Ａ 

 「転職した場合、高年齢雇用継続給付金はもらえるか？」 

『となりの弁護士』 弁護士・原和良先生の連載 
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■ 平成27年度「過労死等の労災補償状況」（厚労省） 

 厚生労働省は６月24日、平成27年度の「過労死等（※）の労災補償状況」を取りまとめ公表しました。これは、①過重な

仕事が原因で発症した脳・心臓疾患と、②仕事による強いストレスなどが原因で発病した精神障害の状況について、平成14年

から年１回取りまとめているものです。 

 （※）「過労死等」とは、過労死等防止対策推進法第２条において、「業務による過重な負荷による脳血管疾患若しくは心

臓疾患若しくは精神障害をいう。」と定義されています。 

 

（１）脳・心臓疾患に関する労災補償状況 

① 請求件数（青）は、795件で前年度比32件の増で、支給

決定件数（赤）は251件で前年度比26件の減（うち死亡件数

も前年度比25件減の96件）でした。 

② 業種別では、請求件数は「運輸業、郵便業」181件、

「卸売業、小売業」116件、「建設業」111件の順で多く、

支給決定件数は「運輸業、郵便業」96件、「卸売業、小売

業」35件、「製造業」34件の順です。 

③ 年齢別では、支給決定件数で「50～59歳」91件、「40

～49歳」80件、「60歳以上」38件の順です。 

④ １ヵ月平均の時間外労働時間数別の支給決定件数は、

「80時間以上～100時間未満」105件が最も多く、また

「100時間以上」の合計件数は120件でした。 

 

（２）精神障害に関する労災補償状況 

 脳・心臓疾患に関する労災請求が漸減傾向であるのに比して、精神障害

に関する労災請求は増え続けています。 

① 請求件数（青）は1,515件で前年度比59件増（うち未遂を含む自殺件

数は前年度比14軒減の199件）、支給決定件数（赤）は472件で前年度比

25件減（うち未遂を含む自殺の件数も前年度比６件減の93件）でした。 

② 業種別では、請求件数「製造業」262件、「医療・福祉」254件、

「卸売業、小売業」226件の順で、支給決定件数では「製造業」71件、

「卸売業、小売業」65件、「運輸業、郵便業」57件の順です。 

③ 年齢別では、請求件数は「40～49歳」459件、「30～39歳」419件、

「50～59歳」287件の順で、支給決定件数では「40～49歳」147件、

「30～39歳」137件、「20～29歳」87件の順です。 

④ 出来事別の支給決定件数は、「仕事内容・仕事量の（大きな）変化を

生じさせる出来事があった」75件、「（ひどい）嫌がらせ、いじめ、または暴行を受けた」60件の順です。 

 

（３）平成23年12月26日改訂「心理的負荷による精神障害の認定基準」 

 統計にもあるようにパワハラによる精神障害の労災補償が増えてきています。この点で、平成23年12月に改訂された「心

理的負荷評価表」は、ストレス強度の判定基準をわかりやすく整理されています。この表で「強」と判定されたものが労災認

定されることとなり、実際平成24年度以降パワハラ、セクハラの労災認定件数が急増しています。 

① パワハラの具体例 

 
② セクハラの具体例 

 
 上記にみられるように、パワハラ、セクハラに対して、会社が適切な対応をしたかどうかは重要な判断基準とされているこ

とに留意する必要があります。 

 また、東京労働局の調査によると、「過労死等」の請求があった事業場の約７割で違法な時間外労働があったとのこと。時

間外労働の削減、ハラスメント対策が大きなカギとなっています。 

①部下に対する上司の言動が、業務指導の範囲を逸脱しており、その中に人格や人間性を否定するような言動が含まれ、かつこ

れが執拗に行われた 

②同僚等による多人数が結託しての人格や人間性を否定するような言動が執拗に行われた 

③治療を要する程度の暴行を受けた 

①継続して行われた場合 

②行為が継続していないが、会社に相談しても適切な対応がなく、改善されなかった場合、会社へ相談などをした後に職場の人

間関係が悪化した場合 

③身体的接触のない性的な発言のみのセクハラであって、発言の中に人格を否定するようなものを含み、かつ継続してなされた

場合、性的な発言が継続してなされ、かつ会社がセクハラがあると把握していても適切な対応がなく、改善されなかった場合 

（下線は筆者） 
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 大正10年生まれ、94歳で亡くなられたＴさんの

相続手続きを依頼されました。現在進行中の案件

です。 

 

＜遺産分割協議書＞ 

 相続財産を相続人にどう分割するのか、遺言書

がない場合は、相続人同士で協議して遺産分割協

議書というものを作らなければなりません。遺産

分割協議書は土地や家屋の所有権移転手続きの際

にも、預貯金口座の名義変更手続きの際にも必ず

必要になります。 

 遺産分割協議書は本文で遺産をどう分割して相

続するのかを書き、全員が登録印を押すわけです

が、添付文書が結構多いのです。 

１．全員の印鑑証明書 

２．相続財産に土地・家屋がある場合は登記簿謄 

 本及び課税証明 

３．相続財産に預貯金口座がある場合は通帳の見 

 開きページの写し 

４．被相続人（亡くなられた方）の戸籍（生まれ 

 てから亡くなられるまで） 

 

＜改製原戸籍＞ 

 上記の被相続人の「生まれてから亡くなられる

までの戸籍（連続してつながったもの）」という

のが意外と面倒な場合があります。なぜ「生まれ

てから亡くなるまでの戸籍」が必要なのでしょう

か。それは相続人を確定するためです。今回の場

合、相続人は配偶者（妻）と子２人ということで

依頼されたのですが、もしかしたらＴさんが若い

ころ他に子どもをつくっておられて、「相続人」

たちの知らない他の相続人がいることもあります

からね。そういえば昔、３回離婚して４回目に最

初の奥さんと再婚したという方がおられて、結婚

のたびに子をつくられていたという“強者”に巡

り合ったこともありますから。こうなると相続人

の確定が大変なわけです。 

 現在の戸籍はコンピューター化されています

が、戸籍法改正前は紙ベースです。この戸籍法改

正前の様式の戸籍を改製原戸籍とよびます。そし

て戸籍が変わるたびに古い情報は消されていきま

す。ですから戸籍をつなげるためには、亡くなら

れたときの戸籍（除籍謄本）から過去にどんどん

遡って生まれたときに辿り着くという手順で調査

しなければなりません。 

 実は行政書士（他に弁護士や司法書士も）は、

「戸籍謄本（住民票の写し）等職務上請求書」と

いうものを扱うことができます。職務上の権限

で、戸籍を取り寄せることができるのです。 

 

＜21人も記載されている改製原戸籍だった＞ 

 Ｔさんの場合、「東京●●区（死亡時）→東京

●●区（Ｔさんの父が「分家に付き共に入籍」→

秋田県）と遡ることになりました。しかし、問題

は、秋田県でした。私は「父が出生の届出」と記

載されているものだから、当然、戸籍の筆頭者は

父親だろうと見当をつけて秋田県に請求したので

すが、市役所から「該当者がいない」と電話。そ

こで２番目の戸籍の欄のＴさんの父親の欄をよく

よく見ると、「●●（戸籍筆頭者名）の妻の叔

父」と記載されていました。その旨市役所の戸籍

係に伝えて送られてきた改製原戸籍を見てびっく

り。Ｔさんの父親は戸籍筆頭者の妻の叔父で、そ

の戸籍には「戸主」「妻の母」「妻」「妻の妹２

人」「妻の叔父（Ｔさんの祖父）」「妻の叔父

妻」…と続き、Ｔさんは「妻の従弟」として登場

しているのです。そこは女系家族で戸主はいわゆ

る婿入りしているので、ＴさんもＴさんのご両親

もその女系一家の戸籍にいたわけです。都合21人

がその戸籍に入っており、送られてきた改製原戸

籍は６ページにわたるものでした。父親が戸籍の

筆頭者と思い込んだ結果手間取ったわけです。 

 

「行政書士の事件簿」 行政書士 鎌田 勝典 

■遺産分割協議書と改製原戸籍 
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JAZZでほっと一息             アドバンスト・ソフト 小柳忠章    
「Love Is Here to Stay わが愛はここに」  

 1938年の映画ゴールドウィン・フォリーズのためにジョージとアイ

ラのガーシュイン兄弟が作曲／作詞しました。ジョージは前年の1937

年に急死していますので、この曲はジョージの遺作と言われていま

す。アイラはガーシュインの死後、歌詞を書いた（あるいは、言葉を

足した）と言われています。ですからメロディーは周りの人の記憶を

頼りに楽譜にしたという説もあります。 

 1951年MGM映画「パリのアメリカ人」でメイン・テーマとして使わ

れたことで有名になりました。私もこの映画なら分かります。 

 オリジナルの題名は「It's Here to Stay」でした。その後「Our Love 

Is Here to Stay」となり、最終的に「Love Is Here to Stay」で発表され

ました。アイラは題名を「Our Love Is Here to Stay」に戻すことを長い

間望みましたが、すでにスタンダード・ナンバーになっていたのであ

きらめたようです。グレート・アメリカン・ソングブックではヴァー

ス（前奏）部を含めこの本の象徴的な存在になりました。ヴァースは

ヴァーノン・デュークが書きました。 

 

  （前奏） 

  新聞は読めば読むほど、理解できなくなる 

  世界とすべての悪ふざけ、そのすべての終わり方 

  続くものなど無いようだけど、私たちは違う 

  私たちは永遠のものを手にした それは互いを思うこと 

  （コーラス） 

  ハッキリしていることだけど、私たちの愛はここにある 

  1年じゃなく、ずっと 

  みんなが知っているラジオや電話や映画だって 

  気まぐれに過ぎ去り、そのうち消えていく 

  だけど、私たちの愛はずっとここにある 

  ずっと、ずっと一緒だよ 

 

 1937年はどんな年か調べた。スペイン内戦でアメリカがスペインへ

の武器輸出禁止。スペインのゲルニカがドイツ空軍とイタリア機に爆

撃される。盧溝橋事件、日中戦争勃発。日独伊防共協定。イタリア国

際連盟脱退。日本軍南京占領。なるほど理解できない出来事が次々と

起こった年、弟のガーシュインが死んだ。だけど弟の魂は音楽になっ

て残った。そういうことなんだな。映画では男女の愛を歌ってプロ

ポーズしているシーンだったけど、アイラ・ガーシュインは弟への思

いを織り込んで書いている。ラジオや電話や映画は当時の最先端の装

置です。今だったらスマホにインターネットといったところ。 

 ついでだから1938年の出来事。ヒットラーが統帥権を掌握。オース

トリア併合。国家総動員法公布。オリンピック東京大会中止閣議決

定。チェコのズデーデン地方をドイツに併合。ハンガリーがチェコ領

カルパートとウクライナを占領。ポーランドがチェコの一部を占領。

嫌な時代だったんだね。世界のあちこちで戦争が起こり被害が広がり

始めた年ですね。 

 某中小企業経営者の団体の全国総会分科会で「中小企業は平和な社

会でこそ繁栄できる」というテーマでグループ討論をしました。グ

ループの中では私が一番の長老。私だって戦後生まれですが、進駐軍

は見た記憶があります。1972年に就職した時には、まだ米軍立川基地

はありました。通勤時に米軍人の車と交通事故を起こすと日本の警察

と米軍のMPの両方のパトカーが駆けつけるという図式でした。米軍人

には特別の地位が与えられていますから、交通事故を起こすととても

面倒だと人事部から教育を受けました。また、米兵によるレイプ被害

があったので、女子社員は遅くまで残業するなと言っていた記憶があ

ります。沖縄で起きていることは東京でも起きていたし、基本的には

変わっていない。日本を守ってくれているという報道があるが、占領

軍がそのまま居座ったという認識ではいけないのだろうか。 

 ジョージ・ガーシュイン最後の曲ですから、とても美しいメロ

ディーです。この曲が作られた背景を思いながら聴くとまた新鮮な感

覚になります。YouTubeで検索して聴いてください。前奏部分も聴きた

い場合は曲名に続けてverseと入れてください。 

司法書士の業務つれづれ帳 第3回  

司法書士事務所 リーガルオフィス白金 代表司法書士 飯田 茂幸 

「見つからない答え」 

 一人暮らしをしていたＭさん(７６才)は、熱中症で倒

れているところ偶然訪問した高齢者相談センターの担当

者に発見され病院に搬送された。発見されたとき、床は

Ｍさんの汗で水浸しだったという。肺炎を発症し入院し

ていたが、神経内科も受診したところ「レビー小体型認

知症」と診断され「要介護５」と介護認定を受けた。高

齢者相談センターの担当者は、もうＭさんの一人暮らし

は難しいと判断し、後見申立の手続きを進めた。 

 裁判所に申立する前、私はＭさんと初めて面談した。

高齢者相談センターの担当者が私のことを紹介したり後

見制度の説明をしてくれたが、私はＭさんに判断能力が

あるように感じなかった。それでも医師の診断は後見よ

り一段軽い「保佐相当」ということで、保佐申立をした

（成年後見制度は本人の判断能力の程度によって①後見

②保佐③補助と三つのタイプがある）。 

 それから２か月程して、病院でＭさんが裁判所の調査

官と面接をするというので同席をした。するとＭさん

は、私を見て「後見人さん」と言った。正確には保佐人

だが、Ｍさんは私が何の役割かを理解していた。調査官

の質問にも比較的ちゃんと受け答えをしていた。 

 その後、Ｍさんは特別養護老人ホームに移った。もう

一人暮らしが難しいことはＭさん自身も思っていたの

で、皆が安心した。Ｍさんは環境も食事もよくなったせ

いか体重も増え、健康になった。私との会話も以前に比

べてちゃんとできるようになった。 

 さて、健康を回復することは喜ばしいことだが、ひと

つ問題がある。特養は原則「要介護３」以上の人が入所

できる施設である。しかしＭさんはその後の介護認定の

更新で「要介護１」となってしまった。要介護１でも特

別の場合は入所を継続でき、Ｍさんは特別の場合に該当

したため継続できたが、次回の更新で介護認定が受けら

れなければ別の施設に移らなければならない。 

 完全に回復すればよいが、本人の年齢や気力を考えて

もできればこのまま特養に居るのが望ましいと思うし、

本人もそれを望んでいる。一方で要介護３以上で入所待

ちの人もいる。今何を望むべきなのか、悩んでも見つか

らない答えもある。 

   

URL: http://shirokane-legal.com/ 
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労使トラブル110番    労働相談メール roudou@officesup.com  

■新卒採用者と管理職として中途採用した者との普通解雇の要件の違い 
 

 

 50代前半の総務部長として中途採用した者がいます。比較的大きな会社で人事部長を務めた経歴があり、

その経歴を見込んで採用したのですが、採用して半年間の様子を見るとあまり知識もなく、部下とのコミュ

ニケーション能力に欠けており解雇したいと考えていますが、可能でしょうか。 

  【能力不足による解雇の判断要素】 

  労働契約法第16条では、「解雇は客観的に合理的

な理由を欠き、社会通念上相当であると認められない

場合は、その権利を濫用したものとして、無効とす

る」と規定しています。「客観的合理的理由」の一類

型として、業務上不適格、勤務成績不良、能力の不

足・欠陥等の労働者の職務不適格があげられます。 

 ただし、能力不足を理由に普通解雇が自由にできる

という単純なことではありません。能力不足が解雇し

なければならないほど重大な程度のものか、使用者側

が労働者を指導し努力反省の機会を与えたのにもかか

わらず改善可能性が見込めないのかどうか、職場の規

律維持に重大な影響を与えたり、業務遂行に重大な支

障を与えているのかどうか、使用者側に落ち度はない

のかなどを総合考慮して判断されます。とくにこれら

の要素の中で裁判例で重視されるのは、①労働者の改

善可能性、②労働者の地位や業務特定の有無、③使用

者が行った改善措置や配置転換措置等が考慮されま

す。 

 特定の業務について能力不足や勤務成績不良であっ

ても、それのみでは解雇の客観的合理的理由・社会通

念上の相当性は認められないことが多く、まず教育指

導等が適切に行われることにより改善の余地を慎重に

判断すべきとされています。業務がそれほど明確に特

定されていない場合（新卒採用者など）の解雇は一般

的に困難になる傾向があります。例えば、事務で採用

された者が、ＰＣ操作能力が不十分だとしても、ＰＣ

以外の事務処理が可能であるとするなら解雇は認めら

れないとされたケースもあります。 

逆にいえば、指導・注意等を行っても改善がみられ

なかったり、反抗的態度を取る、あるいは配置転換等

を試してみても能力不足が明らかであるなどの場合

は、解雇が認められやすいともいえます。 

【管理職として中途採用した場合】 

 一方、ご質問のケースのような中途採用等で、とく

に能力を見込まれ、業務等を特定されて雇用された場

合は、該当する特定業務を履行できる能力があること

が前提とされているため、その能力不足が明らかと

なった場合、比較的緩く解雇の客観的合理的理由・社

会通念上の相当性が認められやすいといえます。 

 持田製薬事件（東京地裁昭和62.8.24）をその一つの

例として紹介します。 

 
【地位特定者と労働契約を締結する際のポイント】 

 上記判決では、①マーケティング部長という地位が

特定されて雇用されていること、②その職務内容が明

確であること、③その職務に求められる成果の数値や

内容も明確にされていることがポイントになっていま

す。 

地位を特定した者を採用する場合には、きちんと労

働契約書を作成し、一般労働者に適用される就業規則

の適用除外である旨を明確にすることが肝要です。 

【事件の概要】 

会社は、昭和50年代後半以降の医薬品業界における競

争に打ち勝つため、マーケティング部を新設し、人材

センターの紹介によりＸをマーケティング部長として

中途採用した。しかし、Ｘの勤務状況はその責務に応

えるものではないとして会社はＸを解雇した。 

【判決概要】 

○Ｘは、マーケティング部部長という職務上の地位を

特定し、その地位に相応した能力を発揮することを期

待されて、雇用契約を締結したことは明らかで、それ

は単に期待にとどまるものではなく、契約の内容と

なっていたと解せられる。 

○Ｘは、営業部門に実施させるためのマーケティン

グ・プランを策定すること、特に薬粧品の販売方法等

に具体的な提言をすることが期待されていたにも係ら

ず、執務開始後７カ月になっても、そのような提言を

全く行っていないし、そのための努力をした形跡もな

いのは、雇用契約の趣旨に従った履行をしていないと

いえる。 

○Ｘの態度は、雇用の継続を会社に強いることができ

ない「業務上の事由がある場合」（就業規則第55条第

５号）に該当すると解するのが相当である。 

○会社は、Ｘを下位の職位に配置換えすれば雇用の継

続が可能であるかまで検討しなければならないもので

はない。 
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～採用時の提出書類その２～ 
 

 前回に引き続き、採用時の提出書類についてみていき

ましょう。今回はマイナンバー関連書類と健康診断書を取

り上げます。 

３．マイナンバー関係書類 

 前回も触れたように、今年から税・社会保障の分野でマ

イナンバーの利用が始まりました。提出書類という観点か

らは、マイナンバーの提供を受ける場合、会社は番号確

認と身元確認を行わなければなりません１）ので、①番号

確認書類として通知カードのコピー等、②身元確認書類と

して運転免許証等を提出書類に追加することが考えられ

ます。なお、マイナンバーの提供については、郵送による

方法やインターネットを介する方法も考えられるため、自

社での提供方法に合わせて規定するようにしましょう。 

また、マイナンバーの提供を求める際、会社はその利用

目的を通知しなければなりません２）。そこで、利用目的を

就業規則に規定することも考えられますが、マイナンバー

の利用目的は、従業員だけでなく、扶養控除等申告書に

記載する扶養親族等にも通知する必要があるものです。

そのため、就業規則に規定するだけでは十分ではありませ

ん。就業規則に規定がある場合でも、少なくとも通知が必

要な家族等のための対応が必要となります。 

４．健康診断書 

就業規則の中には、健康診断書を採用選考時または

採用決定後の入社時の提出書類としている場合がありま

す。 

前者の場合は選考上の資料として、健康状態を確認す

るためのもので、後者の場合は、雇入れ時健診に代用す

ることを目的としているものと思われます（この場合は入社

前３か月以内のものであること、また入社時健診の項目を

網羅していることの確認が必要です。）３）。 

ここで、その可否が問題になることが多いのは採用選考

時に健診を行うことです。たとえば、厚労省は、「その必要

性を慎重に検討し、それが応募者の適性と能力を判断す

る上で合理的かつ客観的に必要である場合を除いて実

施しない」４）ことを求めています。もっとも、合理的・客観的

に必要かどうかという条件付きでそれ自体を違法とはして

おらず、また、業務内容をふまえて、健診結果で採用の

適否を判断することが必要な場合もあると思います。 

しかし、実際に健康状態をチェックしようと健診結果を

見ても、どのように判断すべきか困難なことも少なくないの

ではないでしょうか５）。たとえば、過労死の原因となる脳・

心臓疾患と関連が深いと考えられる検査だけでも血圧や

心電図検査、血液検査等があり、かつ、健診での数値だ

けをもって将来の疾病が確実に予見できるわけではありま

せん６）。 

もちろん、業務遂行上の安全に直接関連する項目とな

れば話は別です。たとえば、車両運転の業務に従事する

労働者の採用選考にあたって、てんかん検査や睡眠時

無呼吸症候群等の検査結果を提出させることなどが考え

られます。しかし、すべての応募者について一般の健診結

果を採用選考時の資料とするかどうかは、業務との関連

性をふまえて、合理的な判断基準とともに検討する必要

があるでしょう。 

ところで、就業規則の話からは少し外れますが、少子高

齢化が進展した現代では、従業員の健診結果を含む健

康情報の重要性が高まっていることはもちろんです。たと

えば、脳・心臓疾患の労災支給決定件数は、40代から50

代の従業員が全体の７割を占めており、中高年齢者の健

診結果には特に注意を要するといえます。近年の労働市

場が「売り手市場」ともいわれ、健康状態が万全でない応

募者を雇わざるを得ない機会も考えられ、会社として配慮

が必要となるケースも増えていくでしょう。 

 
１）番号法16条 ２）個人情報保護法18条。 

３）安衛則43条 

４）厚労省「公正な採用選考をめざして〔平成28年版〕」 

５）一般健診の有所見率は53.2％に上り（厚労省「業務上疾病発生状

況等調査（平成26年）」）、所見の有無だけでは判断することはでき

ないだろう。 

６）心電図を切り口に文献情報を収集した研究では、心電図異常が

「ある程度過労死を予見できる可能性がある」とする（武林徹ら「文

献調査による健康診断項目の検討：作業関連疾患関連要因と一般

健康診断項目」）一方、「心電図波形の異常は心臓の疾病と必ずし

も結びつかない」とするものもある（労働省労働衛生課編「一般健康

診断ハンドブック」中央労働災害防止協会）。ちなみに、喫煙者は非

喫煙者に比べて脳卒中や虚血性心疾患の危険度が1.7倍といわれ

ているが、この点を指摘する方は少ないように思われる（筆者も危険

度1.7倍である。）。 

ＭＯＲＩ社会保険労務士・行政書士事務所 

代表 森 慎一（http://office-mori.biz/） 
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第39回 「複数事業の経営管理」  

【複数事業に至るいくつかのパターン】 

一つの会社でいくつかの事業を行っているケースが

多々あります。建設業で言えば、建築と土木、時には

リフォームや住宅など。サービス業ならお店が多数あ

り、ある店舗は葬祭ホール、こちらはウエディング

ホール・・など様々です。なぜ複数の事業を行ってい

るかといえば、「今のノウハウを活かして、シナジー

効果（相乗効果）のあるビジネスに進出したい」と

いって進化発展形として他事業化した場合や、元々

別々の会社だったのものをＭ＆Ａをしたケースや、グ

ループ内の別会社を組織再編として一つにしたなど

ケースなど様々です。ここで問題になるのは、これら

のいわば「文化」や「習慣」の違う事業が一つの会社

の部門になった場合にその業績比較が正しく評価でき

ないと、部門間のあつれきが生じたり、不公平感を感

じさせてモチベーションを下げる結果になってしまう

ことです。 

【業績判断の歪みが生じる可能性】 

Ｄ社は、建設業。以前は別会社という歴史を持って

おり、土木・建築・住宅の三つの事業が一つになりま

した。３部門は仕組みもそれぞれ、文化も違います。

そんな歴史をもつＤ社なので、部門間の業績管理の帳

票はバラバラで、基準も別々です。したがって、「う

ちはこれだけ粗利益を出し、部門営業利益は〇〇出し

ている・・」と部門長がいったところで、現場にか

かった人件費や現場作業が始まるまで待機していた人

件費などの工事原価への賦課基準もそれぞれで、従っ

て部門経費の扱いもそれぞれです。さらに本社経費の

配賦率もそれぞれ本社と交渉して自分たちで決定して

算出しているために、それぞれ別な基準で業績判断が

されていました。ここでどんな問題が起きるのでしょ

うか？それは業績判断が歪んでしまう危険性があると

いうことです。すなわち、人件費を原価に入れるか部

門経費に入れるかによって、現場利益の判断が変わっ

てきます。また、交渉一つで本社経費が変わってくる

ということは、本来の事業以外つまり戦場外でのつば

ぜり合いで利益判断が変化するということです。そう

なれば、前述のとおり、「同じ基準で見ていない」と

の思いから部門間のあつれきが生じたり、不公平感を

感じさせてモチベーションを下げる結果になってしま

います。 

【適正な業績管理のポイント】 

複数の部門が一つの会社の屋根の下で業績を競い合

うならば、当然業績判断は一律の基準で行う必要があ

ります。その前提として、使用する管理書類のフォー

マットも統一する必要があります。ですから、適正化

させる手順は、まず部門間の基準・フォーマットを統

一することから始めます。経営者が管理部門と相談し

て基準やフォーマットの案をつくるのは良いですが、

あとで各部門が「押し付けられた」と言い出すことが

ないように、基準やフォーマット統一のための部門が

集まっての話し合いが必要です。その際はどうしても

業績の悪い部門と良い部門での温度差が出てしまうも

のです。まずは、統一に向けては部門間の話し合いで

す。その際、コミュニケーションがないと後に禍根を

残すことになるので、これは必須です。そして、同じ

基準により「見える化」されたら、次は適正な業績比

較を定期的（月次）に「見える化」する目的で、前月

の業績が固まった翌月１０日までには、月次業績会議

を開催します。ここでは、目標未達成部門は、事前に

目標差異を如何にして埋めるかの対策を立案して会議

に望みます。つまり、その対策を話し合う月次業績会

議にするのです。つまり、ＰＤＣＡ（計画・実行・評

価・対策）を事前に部門で行ってきて、その結果の妥

当性を会議で建設的かつ実現可能性の観点から協議し

ます。会議が単なる報告会であると改善は進みませ

ん。業績管理の一本化は、適正な業績判断とその評

価、そして違う事業を行う部門間の業績の競い合いと

いう意味ではそこまでがワンセットです。 

【文化・価値観の統一のために】 

別会社をひとつにした場合は、それまでの価値観や

部門の風土や社員気質にも差が出るのは当然です。Ｄ

社の場合も業績管理の統一化からスタートして、様々

な一元化を進めています。現在は、日本でもＭ＆Ａな

ど別事業が一つの会社になって競って事業展開する

ケースは増えています。業績管理の一本化はじめ、文

化や価値観の統一にためには、経営者が方向性をきち

んと示して、経営理念の全社員共有の実現が不可欠で

す。その実現がリーダーとしての資質にかかってお

り、今それが求められる時代なのです。 

新シリーズ 会社を強くする『経営の切り口』  


